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教育学部 教育学科  

准教授 浅 田  昇 平 
（男）  

（アサダショウヘイ）（Shohei Asada） 

   

◆ 学 位 
学 位 名 修士（人間科学）大阪大学  

取得方法 課程 平成 14 年取得  

◆ 学 歴 

大 学 京都教育大学教育学部教育学科 卒業 

大 学 院 
大阪大学大学院人間科学研究科 博士前期課程 修了 

大阪大学大学院人間科学研究科 博士後期課程 単位取得退学 

◆ 学 内 職 務 

（2019 年度） 

� 教職教育推進副センター長 � 宗教委員 

� 教職支援委員会 �  

◆ 担当授業科目 

（2019 年度） 

� 教育制度論 � 教育課程総論 

� 教職論 � 教育専門演習 

    

◆ 職務上の実績に関する事項（資格,免許,特許,等） 

�  

◆ 専門研究分野 ◆ キ ー ワ ー ド 

教育制度学  
� 中等教育後の教育制度研究 � コミュニティカレッジ 

� 教育福祉研究 � 日米の教育制度の比較考察 

◆ 研 究 概 要 
主としてアメリカのコミュニティカレッジを中心とした中等教育後の教育制度研究 

教育と福祉の「関係性」に関する研究 

◆ 所 属 学 会 
� 関西教育行政学会 � 日本教育行政学会 

� 日本教育制度学会 � 日本教育学会 

◆ 主要著書（５件程度） 

書名・タイトル 単/共 発行年月日 発行所,発表雑誌等,発表学会の名称 

� 

社会に開かれたカリキ

ュラム～新学習指導要

領に対応した教育課程

論～ 

共 平成 30 年 4 月 晃洋書房 

� 
現代社会と教育の構造

変容 
共 平成 30 年 4 月 ナカニシヤ出版 

� 

Japanese Educational 

 System and its 

 Administration（『日本

の教育制度と教育行政

(英語版)』 

共 平成 30 年 3 月 東信堂 

� 
教職教養講座第 14 巻 

教育経営 

共 平成 29 年 10 月 協同出版 

� 公教育経営概説 共 平成 28 年 3 月 学事出版 

◆ 主要論文（５件程度） 

書名・タイトル 単/共 発行年月日 発行所,発表雑誌等,発表学会の名称 

� 

アメリカのコミュニテ

ィカレッジにおける学

士号授与をめぐる動向

とその意義 

単 

平成 30 年 3 月 『四天王寺大学紀要』第 65 号 
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� 

「教育福祉」研究に関す

る基礎的考察―近年の

「教育福祉」を主題とす

る諸研究を素材にして

― 

共 平成 29 年 3 月 『びわこ学院大学・びわこ学院大学短期大学

部研究紀要』第 8号 

� 

アメリカの高等教育に

おける編入学準学士号

（Associate Degree for 

Transfer）に関する研究

―カリフォルニア州の

制度化プロセスに焦点

を当てて― 

単 平成 28 年 3 月 『びわこ学院大学・びわこ学院大学短期大学

部研究紀要』第 7号 

� 

アメリカの高等教育に

おけるディベロップメ

ンタル教育の理論と実

施モデル～コミュニテ

ィカレッジに焦点を当

てて～ 

単 平成 27 年 3 月 『びわこ学院大学・びわこ学院大学短期大学

部研究紀要』第 6号 

� 

生徒指導における「学校

と地域の連携」概念の変

容 

単 平成 26 年 3 月 『びわこ学院大学・びわこ学院大学短期大学

部研究紀要』第 5号 

◆ その他（５件程度） 

書名・タイトル 単/共 発行年月日 発行所,発表雑誌等,発表学会の名称 

� 

関西から発信する教育

行政学の魅力・あり方・

方法論 ―院生によるレ

ビューを基に若手研究

者が語る― 

単 平成 30 年 10 月 関西教育行政学会 9月例会ミニシンポ 

� 

学校教員経験者の私立

大学教職員へのリクル

ートメントに関する事

例研究―京都市内の事

例を通して― 

共 平成 30 年 6 月 日本教育経営学会第 58回大会 発表 

� 

2000 年代以降のアメリ

カにおけるコミュニテ

ィカレッジの動向 

単 平成 29 年 4 月 関西教育行政学会 例会発表                

� 

書評 鈴木麻里子・前

田聡・渡部芳樹著『近

代公教育の陥穽―「体

罰」を読み直す―」 

単 平成 29 年 3 月 
関西教育行政学会誌『教育行財政研究』第

44 号 

� 

書評 日本教育行政学

会研究推進委員会編

『地方政治と教育行財

政改革 : 転換期の変

容をどう見るか』 

単 平成 25 年 3 月 
関西教育行政学会誌『教育行財政研究』第

40 号 

 


